
書式第１６号（法第２８条関係）

特定非営利活動法人全国通信制高等学校評価機構

１． 重要な会計方針
　　 　計算書類の作成は、NPO法人会計基準（2010年7月20日　 2017年12月12日最終改正　NPO法人会計基準協議会）

によっています。
　 棚卸資産の評価基準及び評価方法

　棚卸資産の評価基準は原価基準により、評価方法は総平均法によっています。

　 固定資産の減価償却の方法
　車両運搬具及び什器備品の減価償却は定率法によっています。
　（現在、固定資産はありません。）　

　 引当金の計上基準
・退職給付引当金

従業員の退職給付に備えるため、当期末における退職給付債務に基づき当期末に発生していると認められる
金額を計上しています。なお、退職給付債務は期末自己都合要支給額に基づいて計算しています。
（現在、上記に該当するものはありません。）

　 施設の提供等の物的サービスを受けた場合の会計処理
施設の提供等の物的サービスの受入れは、活動計算書に計上しています。
（現在、上記に該当するものはありません。）

消費税等の会計処理
　 消費税の等の会計処理は、税込方式によっています。　　　

２． 事業別損益の状況
（単位：円）

通信制高等学
校の教育等に
関する第三者
評価事業
（収益事業）

通信制高等学
校の質的向上
のための評価
項目・評価基
準等の設定・
改善・活用事
業

高等学校通信
制教育に関す
る資料の収
集・調査・研
究事業

通信制高等学校
の質的向上に必
要な研究会・協
議会の開催　事
業

通信制高等
学校の教育
活動等に関
する資料の
刊行事業

事業部門計 管理部門 合計

Ⅰ　経常収益
受取会費 711,000       711,000       

受取寄附金 -             

受取助成金等 13,090,740  13,090,740    13,090,740    

助成金返還額 -774,329    -774,329      -774,329      

事業収益 650,000     650,000       650,000       

その他収益 18            18            

経常収益計 650,000     -          12,316,411  -            -        12,966,411    711,018       13,677,429    

Ⅱ　経常費用 -             

人件費 -             

臨時雇用賃金 180,000 2,020,500   2,200,500     90,000        2,290,500     

諸手当 141,000 1,181,000   1,322,000     101,500       1,423,500     

退職給付費用 -             -             

福利厚生費 -             -             

人件費計 321,000     -          3,201,500   -            -        3,522,500     191,500       3,714,000     

その他経費
第三者評価外部委員
諸謝金 44,092      352,736     44,092       440,920       440,920       

旅費交通費 247,807     3,007,934   1,620        3,257,361     146,670       3,404,031     

借損料 147,600     147,600       147,600       

印刷製本費 -             -             

消耗品費 9,734       1,538,856   1,548,590     1,548,590     

通信運搬費 360         82,075      82,435        6,568         89,003        

図書購入費 -             10,000        10,000        

雑役務費 11,480      1,028,910   1,040,390     205,220       1,245,610     

再委託費 2,956,800   2,956,800     2,956,800     

HP維持費 -             61,589        61,589        

その他経費計 313,473     -          9,114,911   45,712       -        9,474,096     430,047       9,904,143     

経常費用計 634,473     -          12,316,411  45,712       -        12,996,596    621,547       13,618,143    

当期経常増減額 15,527      -          -           -45,712      -        -30,185       89,471        59,286        

※課税所得 ※課税所得
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３． 施設の提供等の物的サービスの受入の内訳
（単位：円）

内容 金額 算定方法

４． 使途等が制約された寄附金等の内訳
使途等が制約された寄附金等の内訳（正味財産の増減及び残高の状況）は以下の通りです。
当法人の正味財産は　　　円ですが、そのうち　　　円は、下記のように使途が特定されています。
したがって使途が制約されていない正味財産は　　　円です。

（単位：円）
期首残高 当期増加額 当期減少額 期末残高

合計

５． 固定資産の増減内訳
（単位：円）

期首取得価額 取得 減少 期末取得価額 減価償却累計額 期末帳簿価額
有形固定資産

車両運搬具
什器備品
･･････････

無形固定資産
･･････････

投資その他の資産
敷金
･･････････

合計

６． 借入金の増減内訳
（単位：円）

期首残高 当期借入 当期返済 期末残高

７． 役員及びその近親者との取引の内容
役員及びその近親者との取引は以下の通りです。

（単位：円）
計算書類に
計上された

金額

内、役員
との取引

内、近親者
及び支配法
人との取引

（活動計算書）

活動計算書計

（貸借対照表）

未払金
貸借対照表計

８．

　・　事業費と管理費の按分方法

　・　その他の事業に係る資産の状況

備考内容

科目

その他特定非営利活動法人の資産、負債及び正味財産の状態並びに正味財産の増減の状況を明らかにするため
に必要な事項

科目

科目

合計




